
鹿児島市 平成 30 年度介護保険制度改正等説明会

訪問リハビリ  － 個別資料 －

平成 30 年 3 月 22 日 9:30～

 事前掲載資料について、当日会場では資料の配布を致しません。

各自印刷の上、ご持参ください。

 今回の説明会に使用する省令・告示・通知等の原文は、現段階で国が

示した改正(案)です。

 正式な改正省令・告示・通知やＱ＆Ａ等は、厚生労働省の通知発出後、

鹿児島市ホームページ(介護保険関連情報)に掲載致します。

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて

受付けます。(当日の質問受付け・回答は致しません。)

 会場駐車場は限りがございます。公共交通機関をご利用ください。

以上、皆様のご理解・ご協力をよろしくお願い致します。
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６．訪問リハビリテーション

≪ 1 ≫
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６．訪問リハビリテーション

①医師の指示の明確化等

②リハビリテーション会議への参加方法の見直し等

③リハビリテーション計画書等のデータ提出等に対する評価

④介護予防訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算の創設

⑤社会参加支援加算の要件の明確化等

⑥介護予防訪問リハビリテーションにおける事業所評価加算の創設

⑦訪問リハビリテーションにおける専任の常勤医師の配置の必須化

⑧基本報酬の見直し

⑨医療と介護におけるリハビリテーション計画の様式の見直し等

⑩離島や中山間地等の要支援・要介護者に対する訪問リハビリテーションの提供

⑪同一建物等居住者にサービスを提供する場合の報酬

⑫介護医療院が提供する訪問リハビリテーション

⑬その他

改定事項

≪ 2 ≫
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6．訪問リハビリテーション ①医師の指示の明確化等

○ 医師の指示の内容を明確化して、評価するとともに、明確化する内容を考慮しながら、直近の介護事業経営実
態調査の結果も踏まえて基本報酬を見直すこととする。

○ 具体的には、医師の詳細な指示について、リハビリテーションマネジメント加算の算定要件として明確化し、
別途評価するとともに、介護事業経営実態調査の結果を踏まえ、基本報酬を設定することとする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ) 60単位／月 ⇒ 230単位／月

＜現行＞ ＜改定後＞
基本報酬（訪問リハビリテーション費） 302単位／回 ⇒ 290単位／回

単位数

○ リハビリテーションマネジメント加算の算定要件に以下の内容を加える。
・指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該
リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、
当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこと。

○ 以下の内容を通知に記載する。
・医師が当該利用者に対して３月以上の継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の備考

欄に継続利用が必要な理由、その他の指定居宅サービスへの移行の見通しを記載すること。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションについては、項目④参照

≪ 3 ≫
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6．訪問リハビリテーション ②リハビリテーション会議への参加方法の見直し等

○ 現行のリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定するためには、医師が利用者又はその家族に対し、リハビリ
テーション計画の内容等について、リハビリテーション会議で説明し、同意を得ることが必要である。

○ しかし、医師のリハビリテーション会議への出席が困難なことや、医師からの説明時間が確保できないことから、この
加算を算定できないことが多いという意見を踏まえ、以下の見直しを行うこととする。

ア リハビリテーション会議への医師の参加について、テレビ電話等（※）を活用してもよいこととする。【通知改正】
※ テレビ会議システムの他、携帯電話等でのテレビ電話を含む。

イ 医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がリハビリテーション計画等について医師の代わりに説明
できることとする。ただし、この場合の評価は適正化することとする。

概要

単位数

＜アについて＞
○ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)(Ⅲ)共通の事項として通知に以下の内容を記載する。

・構成員である医師のリハビリテーション会議への出席については、テレビ電話等（テレビ会議システムの他、携帯電
話等でのテレビ電話を含む）を使用してもよいこととする。

＜イについて＞
○ 以下をリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)の算定要件とする。

・訪問リハビリテーション計画について、当該計画の作成に関与した理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者
又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、説明した内容等について医師へ報告すること。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションについては、項目④参照

＜現行＞ ＜改定後＞
リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)

280単位／月（新設）
※リハビリテーション計画の作成に関与した理学療法士、作業療法士又は
言語聴覚士が説明する場合

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) ⇒ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅲ) 
150単位／月 320単位／月

※医師が説明する場合

≪ 4 ≫
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6．訪問リハビリテーション ③リハビリテーション計画書等のデータ提出等に対する評価

○ リハビリテーションの質の更なる向上のために、現行のリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)の要件に加
えて、以下の要件を満たした事業所を新たに評価することとする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) ⇒ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)

150単位／月 420単位／月（新設）
※３月に１回を限度とする

単位数

○ 以下の内容を算定要件とする。
・リハビリテーションマネジメント加算(Ⅲ)の要件に適合すること。
・指定訪問リハビリテーション事業所における訪問リハビリテーション計画書等の内容に関するデータを、通
所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業に参加し、同事業で活用しているシステム（VISIT）
を用いて厚生労働省に提出していること。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションについては、項目④参照

≪ 5 ≫



訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算

＜現行＞

（１）リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見
直すこと

（２）PT、OT又はSTが、介護支援専門員を通じて、指定居宅サービスに該当する事業
に係る従事者に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達している
こと

加算（Ⅰ）
（60単位）

（１）リハビリテーション会議を開催して、利用者の状況等を構成員と共有し、会議内容
を記録すること

（２）リハビリテーション計画について医師が利用者又は家族に対して説明し、同意を得
ること

（３）３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、リ
ハビリテーション計画を見直すこと

（４）PT、OT又はSTが、介護支援専門員に対し、利用者の有する能力、自立のために
必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。

（５）以下のいずれかに適合すること
（一）PT、OT又はSTが、指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と利用者の

居宅を訪問し、当該従業者に対し、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留
意点に関する助言を行うこと

（二）PT、OT又はSTが利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、介護の工夫に関す
る指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと

（６）（１）から（５）までに適合することを確認し、記録すること

加算（Ⅱ）
（150単位）

算
定
要
件

加算（Ⅰ） 加算（Ⅱ） 加算（Ⅲ） 加算（Ⅳ）

現行の加算（Ⅰ）の要件
（１）（２）

及び

【新】医師はリハビリテーションの実施にあ
たり、詳細な指示を行うこと

現行の加算（Ⅱ）の要件
（１）から（６）

及び

【新】医師はリハビリテーションの実施にあ
たり、詳細な指示を行うこと

及び

【現行の加算（Ⅱ）の（１）の緩和】
構成員である医師の当該会議への出席
についてはテレビ電話等を使用してもよ
い。

及び

【現行の加算（Ⅱ）の（２）の緩和】
リハビリテーション計画について、計画作
成に関与したPT、OT又はSTが説明し、
同意を得るとともに、医師へ報告すること。

現行の加算（Ⅱ）の要件
（１）から（６）

及び

【新】医師はリハビリテーションの実施にあ
たり、詳細な指示を行うこと

及び

【現行の加算（Ⅱ）の（１）の緩和】
構成員である医師の当該会議への出席
についてはテレビ電話等を使用してもよ
い。

現行の加算（Ⅱ）の要件
（１）から（６）

及び

【新】医師はリハビリテーションの実施にあ
たり、詳細な指示を行うこと

及び

【現行の加算（Ⅱ）の（１）の緩和】
構成員である医師の当該会議への出席
についてはテレビ電話等を使用してもよ
い。

及び

【新】VISITを活用してデータを提出し、
フィードバックを受けること

算
定
要
件

＜改定後＞

共
通
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6．訪問リハビリテーション
④介護予防訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算の創設

○ 質の高いリハビリテーションを実現するため、介護予防訪問リハビリテーションについてもリハビリテーショ
ンマネジメント加算を導入することとする。

○ ただし、要支援者が対象となることから、要介護者で算定されているリハビリテーションマネジメント加算の
要件を一部のみを導入することとする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ リハビリテーションマネジメント加算 230単位／月（新設）

単位数

○ 以下の内容を算定要件とする。
・指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定介護予防訪問リハビリテーションの実施に当たり、

当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的
に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止
する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこ
と。

・おおむね３月ごとにリハビリテーション計画を更新すること。
・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、従業者に対して日常生活上の留意点、

介護の工夫等の情報を伝達すること。
○ 以下の内容を通知に記載する。

・医師が当該利用者に対して３月以上の継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の備考
欄に継続利用が必要な理由、その他の指定介護予防サービスへの移行の見通しを記載すること。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションのみ

≪ 7 ≫
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6．訪問リハビリテーション ⑤社会参加支援加算の要件の明確化等

○ 社会参加支援加算の算定要件について、サービスの種類を考慮しつつ、告示と通知の記載内容を整理し、算定
要件を明確にする。

○ また、現行、告示や通知に記載されていない、下記の場合を加えることとする。
・訪問リハビリテーションの利用者が、要介護から要支援へ区分変更と同時に、介護予防通所リハビリテーショ

ン、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護に移行した場合
・就労に至った場合【通知改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
社会参加支援加算 17単位／日 ⇒ 変更なし

単位数

○現行の算定要件
・評価対象期間において訪問リハビリテーション終了者のうち、指定通所介護、指定通所リハビリテーション、
指定地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、第一号通所事業その他社会参加に資する取組を実施し
た者の占める割合が、100分の５を超えていること。

・評価対象期間中に指定訪問リハビリテーションの提供を終了した日から起算して14日以降44日以内に、訪問リ
ハビリテーション終了者に対して、その居宅を訪問すること又は介護支援専門員から居宅サービス計画に関す
る情報提供を受けること。

・リハビリテーションの利用の回転率

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションは含まない

12月

平均利用延月数
≧ 25％ であること。

評価対象期間の利用延月数

評価対象期間の（新規開始者数＋新規終了者数）÷２
※平均利用月数の考え方＝

≪ 8 ≫
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6．訪問リハビリテーション
⑥介護予防訪問リハビリテーションにおける事業所評価加算の創設

○ 自立支援、重度化防止の観点から、介護予防通所リハビリテーションにおけるアウトカム評価として設けられ
ている事業所評価加算を、介護予防訪問リハビリテーションにおいても創設する。

○ その場合の算定要件については、介護予防通所リハビリテーションの事業所評価加算を踏まえて設定すること
とする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 事業所評価加算 120単位／月（新設）

単位数

○ 以下の内容を算定要件とする。
・定員利用・人員基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出てリハビリテーションマネジメント加算

を算定していること
・利用実人員数が10名以上であること
・利用実人員数の60％以上にリハビリテーションマネジメント加算を算定していること
・以下の数式を満たすこと（リハビリテーションマネジメント加算を３月以上算定した者の要支援状態の維持・

改善率）

算定要件等

要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２
≧0.7

評価対象期間内（前年の1月～12月）に、リハビリテーションマネジメントを３月以上
算定し、その後に更新・変更認定を受けた者の数

※介護予防訪問リハビリテーションのみ

≪ 9 ≫
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6．訪問リハビリテーション
⑦訪問リハビリテーションにおける専任の常勤医師の配置の必須化

○ 指定訪問リハビリテーションを実施するにあたり、リハビリテーション計画を作成することが求められており、
この際に事業所の医師が診療する必要がある。

○ このため、指定訪問リハビリテーション事業所に専任の常勤医師の配置を求めることとする。
○ この際、事業所である病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院の常勤医師との兼務を可能とするほか、

指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設、介護医療院であって、病院又は診療所と併設されている
ものについては、通所リハビリテーションの人員基準と同様に当該病院又は診療所の常勤医師との兼務で差し支
えないものとする。医師の診療に係る取扱いについて例外を設けることとするが、この場合の評価は適正化する
こととする。

概要

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る診療を行わなかった場合
＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 20単位／回減算（新設）

単位数

○ 事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る診療を行わなかった場合には、例外として下記を要件と
し、訪問リハビリテーションを提供できることとする。
・指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の利用者が当該事業所とは別の医療機関の医師による計画的
な医学的管理を受けている場合であって、当該事業所の医師が、計画的な医学的管理を行っている医師から、
当該利用者に関する情報の提供を受けていること

・当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の修了等をしていること。
・当該情報の提供を受けた指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の医師が、当該情報を踏まえ、リハ
ビリテーション計画を作成すること。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションを含む

≪ 10 ≫
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6．訪問リハビリテーション ⑧基本報酬の見直し

○ リハビリテーション計画を作成する際の医師の診療について、利用者が指定（介護予防）訪問リハビリテー
ション事業所である医療機関を受診した際に行われた場合や、訪問診療等と同時に行われた場合は、別途診療報
酬が算定されていることから、二重評価にならないように見直しを図ることとする。【通知改正】

概要

○ 以下の内容を通知に記載する
・利用者が指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所である医療機関を受診した日又は訪問診療若しくは

往診を行った日に、訪問リハビリテーション計画を作成する際の医師の診療を行った場合には、当該診療と時
間を別にして行われていることを記録上明確にするものとする。

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションを含む
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6．訪問リハビリテーション ⑨医療と介護におけるリハビリテーション計画の様式の見直し等

ア 医療保険の疾患別リハビリテーションを受けている患者の介護保険のリハビリテーションへの円滑な移行を推
進するため、医療保険と介護保険のそれぞれのリハビリテーション計画所の共通する事項について互換性を持っ
た様式を設けることとする。

イ 指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所が、医療機関から当該様式をもって情報を受けた際、当該事
業所の医師が利用者を診療するとともに、当該様式に記載された内容について、その是非を確認し、リハビリ
テーションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、当該様式を根拠として介護保険のリハビリ
テーションの算定を開始可能とする。
ただし、当該様式を用いて算定を開始した場合には、３月以内にリハビリテーション計画を作成することとす

る。【通知改正】

概要

目標設定等支援・管理料
「目標設定等支援・管理シート」

○算定要件：要介護被保険者等に対し、多職種が共同し
て、患者の特性に応じたリハビリテーションの目標設
定と方向付け等を行った場合に算定

○文書の内容：発症からの経過、ADL評価、リハビリ
テーションの目標、心身機能・活動及び社会参加に関
する見通し（医師の説明、患者の受け止め）、介護保
険のリハビリテーションの利用の見通し 等

リハビリテーションマネジメント加算
「リハビリテーション計画書」

○算定要件：多職種が協働し、継続的にリハビリテー
ションの質を管理した場合に算定

○文書の内容：利用者と家族の希望、健康状態（原疾患
名、経過）、参加の状況、心身機能の評価、活動の評
価（改善の可能性）、リハビリテーションの目標と具
体的支援内容、他職種と共有すべき事項 等

医療保険 疾患別リハビリテーション 介護保険 訪問リハビリテーション

※介護予防訪問リハビリテーションを含む
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6．訪問リハビリテーション
⑩離島や中山間地域等の要支援・要介護者に対する訪問リハビリテーションの提供

○ 指定（介護予防）訪問リハビリテーションにおいて、他の訪問系サービスと同様に、「特別地域加算」及び「中山間地域等におけ
る小規模事業所加算」を新たに創設することとする。

○ その際、他の訪問系サービスの「中山間地域等における小規模事業所加算」においては、小規模事業所について、一月当たりの訪
問回数の実績等に基づいて定めているが、指定（介護予防）訪問リハビリテーションの場合についても同様に定めることとする。

○ また、他のサービスと同様、これらの加算については、区分支給限度基準額の算定に含めないこととする。

概要

○特別地域（介護予防）訪問リハビリテーション加算
＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ １回につき所定単位数の100分の15（新設）

○中山間地域等における小規模事業所加算
＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ １回につき所定単位数の100分の10（新設）

単位数

○特別地域（介護予防）訪問リハビリテーション加算
・別に厚生労働大臣が定める地域（※１）に所在する指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が指定（介護予防）訪問リハビリテーションを提供した場合

※１ 離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、山村振興法、小笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法の指定地域

○中山間地域等における小規模事業所加算
・別に厚生労働大臣が定める地域（※２）に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準（※３）に適合する指定（介護予

防）訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定（介護予防）訪問リハビリテーションを提供
した場合

※２ 豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律、半島振興法、特定農山村地域における農林業等の活性化のた
めの基盤整備の促進に関する法律、過疎地域自立促進特別措置法の指定地域

※３ 訪問リハビリテーションについては、１月当たりの延訪問回数が30回以下であること
介護予防訪問リハビリテーションについては、１月当たり延訪問回数が10回以下であること

算定要件等

※介護予防訪問リハビリテーションを含む
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6．訪問リハビリテーション ⑪同一建物等居住者にサービスを提供する場合の報酬

同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬について以下の見直しを行う。（訪問介護と同様の見直し）

ア 訪問リハビリテーションのサービス提供については、以下に該当する場合に10％減算とされているが、建物の
範囲等を見直し、いずれの場合も有料老人ホーム等（※）以外の建物も対象とする。
ⅰ 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（有料老人ホーム等（※）に限る）に居住する者
ⅱ 上記以外の範囲に所在する建物（有料老人ホーム等（※）に限る）に居住する者（当該建物に居住する利用者

の人数が１月あたり20 人以上の場合）

イ またⅰについて、事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物のうち、当該建物に居住する利用者
の人数が１月あたり50 人以上の場合は、減算幅を見直す。

※ 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅

ウ 上記ア又はイによる減算を受けている者と、当該減算を受けていない者との公平性の観点から、上記ア又はイ
による減算を受けている者の区分支給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用いることとする。

概要

＜改定後＞

単位数、算定要件等

減算等の内容 算定要件

①・③10％
減算

②15％減算

①事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建
物に居住する者（②に該当する場合を除く。）

②上記の建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数
が１月あたり50人以上の場合

③上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者

（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり20人以
上の場合）

減算等の内容 算定要件

10％減算

①事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建
物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅に限る）に居住する者

②上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同上）
に居住する者

（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり20人以
上の場合）

＜現行＞

※介護予防訪問リハビリテーションを含む
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6．訪問リハビリテーション ⑫介護医療院が提供する訪問リハビリテーション

○ 訪問リハビリテーションについては、介護療養型医療施設が提供可能であったことを踏まえ、介護医療院にお
いても提供することを可能とする。

概要

○介護医療院の場合
＜現行＞ ＜改定後＞

訪問リハビリテーション費 なし ⇒ 290単位／回（新設）
介護予防訪問リハビリテーション費 なし ⇒ 290単位／回（新設）

単位数

※介護予防訪問リハビリテーションを含む
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6．訪問リハビリテーション ⑬その他

○ 平成29年度をもって介護予防訪問介護の地域支援事業への移行が完了することに伴い、介護予防訪問リハビリ
テーションにおける訪問介護連携加算を廃止することとする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
訪問介護連携加算 300単位／回 ⇒ なし（廃止）

単位数

※介護予防訪問リハビリテーションのみ
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指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関

する基準
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業所におけるターミナルケア加算（指定居宅サービス介護給

付費単位数表の訪問看護費の注12に係る加算をいう。ロ⑵に

おいて同じ。）を算定した利用者が五名以上であること。

(Ⅱ)ロ 看護体制強化加算

⑴ イ⑴及び⑵に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑵ 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事

業所におけるターミナルケア加算を算定した利用者が一名以

上であること。

チ （略） チ （略）

４ 訪問リハビリテーション費 ４ 訪問リハビリテーション費

イ 訪問リハビリテーション費（１回につき） 290単位 イ 訪問リハビリテーション費（１回につき） 302単位

注１ 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション 注１ 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション

事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な 事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な

医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示に基づき、指 医学的管理を行っている医師の指示に基づき、指定訪問リハビ

定訪問リハビリテーションを行った場合に算定する。 リテーションを行った場合に算定する。

２ 指定訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一の ２ 指定訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一の

敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問リハビ 敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問リハビ

リテーション事業所と同一の建物（以下この注において「同一 リテーション事業所と同一建物に居住する利用者又は指定訪問

敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定訪問リハビ リハビリテーション事業所における一月当たりの利用者が同一

リテーション事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内 の建物に20人以上居住する建物の利用者に対し、指定訪問リハ

建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又 ビリテーションを行った場合は、所定単位数の100分の90に相

は指定訪問リハビリテーション事業所における１月当たりの利 当する単位数を算定する。

用者が同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等

を除く。）に居住する利用者に対して、指定訪問リハビリテー

ションを行った場合は、１回につき所定単位数の100分の90に

相当する単位数を算定し、指定訪問リハビリテーション事業所

における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居

住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問リハビリテー

ションを行った場合は、１回につき所定単位数の100分の85に
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相当する単位数を算定する。

３ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定訪問リハビリ （新設）

テーション事業所（その一部として使用される事務所が当該地

域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部と

して使用される事務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が指定訪問リハビリテーションを行った場合は、特別地域訪

問リハビリテーション加算として、１回につき所定単位数の10

0分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。

４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労 （新設）

働大臣が定める施設基準に適合する指定訪問リハビリテーショ

ン事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在

しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用

される事務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定

訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき所定単位

数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。

指定訪問リハビリテーションにおける指定居宅サービス介護給付

費単位数表の訪問リハビリテーション費の注４に係る施設基準

一月当たり延べ訪問回数が三十回以下の指定訪問リハビリテー

ション事業所（指定居宅サービス等基準第七十六条第一項に規定

する指定訪問リハビリテーション事業所をいう。）であること。

５・６ （略） ３・４ （略）

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所の医 道府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所の理

師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が 学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が協働し

協働し、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合は、 、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合は、リハビ

リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分 リテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ

に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する 、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ
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。ただし、リハビリテーションマネジメント加算 については し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては(Ⅳ)

３月に１回を限度として算定することとし、次に掲げるいずれ 、次に掲げるその他の加算は算定しない。

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。

イ リハビリテーションマネジメント加算 230単位 イ リハビリテーションマネジメント加算 60単位(Ⅰ) (Ⅰ)

ロ リハビリテーションマネジメント加算 280単位 ロ リハビリテーションマネジメント加算 150単位(Ⅱ) (Ⅱ)

ハ リハビリテーションマネジメント加算 320単位 （新設）(Ⅲ)

ニ リハビリテーションマネジメント加算 420単位 （新設）(Ⅳ)

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

訪問リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメ

ント加算の基準

イ リハビリテーションマネジメント加算 次に掲げる基準の(Ⅰ)

いずれにも適合すること。

⑴ 訪問リハビリテーション計画（指定居宅サービス等基準第

八十一条第一項に規定する訪問リハビリテーション計画をい

う。以下同じ。）の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じ

て当該計画を見直していること。

⑵ 指定訪問リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等

基準第七十六条第一項に規定する指定訪問リハビリテーショ

ン事業所をいう。以下同じ。）の理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が、介護支援専門員（法第七条第五項に規定す

る介護支援専門員をいう。以下同じ。）を通じて、指定訪問

介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る

従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上

の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

⑶ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リ

ハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士

、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リ

ハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション
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開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテー

ションを中止する際の基準、当該リハビリテーションにおけ

る利用者に対する負荷等のうちいずれか一以上の指示を行う

こと。

⑷ ⑶における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示の内容が

⑶に掲げる基準に適合するものであると明確にわかるように

記録すること。

ロ リハビリテーションマネジメント加算 次に掲げる基準の(Ⅱ)

いずれにも適合すること。

⑴ イ⑶及び⑷に掲げる基準に適合すること。

⑵ リハビリテーション会議（指定居宅サービス等基準第八十

条第五号に規定するリハビリテーション会議をいう。以下同

じ。）を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地

から利用者の状況等に関する情報を構成員（同号に規定する

構成員という。以下同じ。）と共有し、当該リハビリテーシ

ョン会議の内容を記録すること。

⑶ 訪問リハビリテーション計画について、当該計画の作成に

関与した理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、

説明した内容等について医師へ報告すること。

⑷ 三月に一回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用

者の状態の変化に応じ、訪問リハビリテーション計画を見直

していること。

⑸ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員に対し、リハビリテ

ーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能力、

自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関す

る情報提供を行うこと。

⑹ 以下のいずれかに適合すること。
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㈠ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、居宅サービス計画（法第八条第

二十三項に規定する居宅サービス計画をいう。以下同じ。

）に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サー

ビスに該当する事業に係る従業者と指定訪問リハビリテー

ション（指定居宅サービス等基準第七十五条に規定する指

定訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）の利用者

の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーション

に関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び

日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

㈡ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーションの

利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリテーシ

ョンに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導

及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

⑺ ⑴から⑹までに掲げる基準に適合することを確認し、記録

すること。

ハ リハビリテーションマネジメント加算 次に掲げる基準の(Ⅲ)

いずれにも適合すること。

⑴ ロ⑴、⑵及び⑷から⑹までに掲げる基準のいずれにも適合

すること。

⑵ 訪問リハビリテーション計画について、当該指定訪問リハ

ビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して

説明し、利用者の同意を得ること。

⑶ ⑴及び⑵に掲げる基準に適合することを確認し、記録する

こと。

ニ リハビリテーションマネジメント加算 次に掲げる基準の(Ⅳ)

いずれにも適合すること。

⑴ ハ⑴から⑶までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑵ 指定訪問リハビリテーション事業所における訪問リハビリ
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テーション計画書等の内容に関するデータを、厚生労働省に

提出していること。

８ 指定訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主治の ６ 指定訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主治の

医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、 医師（介護老人保健施設の医師を除く。）が、当該者が急性増

当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーシ 悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要

ョンを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指 がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日から14日

示の日から14日間に限って、訪問リハビリテーション費は算定 間に限って、訪問リハビリテーション費は算定しない。

しない。

９ （略） ７ （略）

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定訪問リハ （新設）

ビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が診療を

行っていない利用者に対して、指定訪問リハビリテーションを

行った場合は、１回につき20単位を所定単位数から減算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

指定訪問リハビリテーション事業所の医師による診療を行わずに

利用者に対して指定訪問リハビリテーションを行った場合の減算

に係る基準

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所の利用者が、当該事業

所とは別の医療機関の医師による計画的な医学的管理を受け

ている場合であって、当該事業所の医師が、計画的な医学的

管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供

を受けていること。

⑵ 当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の

修了等をしていること。

⑶ 当該情報の提供を受けた指定訪問リハビリテーション事業

所の医師が、当該情報を踏まえ、訪問リハビリテーション計
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画を作成すること。

ロ イの規定に関わらず、平成三十年四月一日から平成三十一年

三月三十一日までの間に、イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合する

場合には、同期間に限り、指定居宅サービス介護給付費単位数

表の訪問リハビリテーション費の注10を算定できるものとする

。

ロ 社会参加支援加算 17単位 ロ 社会参加支援加算 17単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所が、リハ 府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所が、リハ

ビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場合は、 ビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場合は、

社会参加支援加算として、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定 社会参加支援加算として、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定

める期間をいう。）の末日が属する年度の次の年度内に限り、１ める期間をいう。）の末日が属する年度の次の年度内に限り、１

日につき所定単位数を加算する。 日につき所定単位数を加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

訪問リハビリテーション費における社会参加支援加算の基準

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供

を終了した者（以下「訪問リハビリテーション終了者」とい

う。）のうち、指定通所介護（指定居宅サービス等基準第九

十二条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）、指定

通所リハビリテーション（指定居宅サービス等基準第百十条

に規定する指定通所リハビリテーションをいう。以下同じ。

）、指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サービス基準

第十九条に規定する指定地域密着型通所介護をいう。以下同

じ。）、指定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービ

ス基準第四十一条に規定する指定認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。）、指定小規模多機能型居宅介護（指定地域

密着型サービス基準第六十二条に規定する指定小規模多機能
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型居宅介護をいう。第五十四号において同じ。）、指定看護

小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第百

七十条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。

第七十九号ロにおいて同じ。）、指定介護予防通所リハビリ

テーション（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及

び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省

令第三十五号。以下「指定介護予防サービス等基準」という

。）第百十六条に規定する指定介護予防通所リハビリテーシ

ョンをいう。以下同じ。）、指定介護予防認知症対応型通所

介護（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年

厚生労働省令第三十六号。以下「指定地域密着型介護予防サ

ービス基準」という。）第四条に規定する指定介護予防認知

症対応型通所介護をいう。）、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第四十三条

に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。）

、法第百十五の四十五第一項第一号ロに規定する第一号通所

事業その他社会参加に資する取組（以下「指定通所介護等」

という。）を実施した者の占める割合が、百分の五を超えて

いること。

⑵ （略）

ロ （略）

ハ （略） ハ （略）

５ 居宅療養管理指導費 ５ 居宅療養管理指導費

イ 医師が行う場合 イ 医師が行う場合

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 居宅療養管理指導費 ⑴ 居宅療養管理指導費

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 507単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 503単位
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所につき１回（特別な管理を必要とする利用者については、２回 用者については、２回）に限り、所定単位数を加算する。ただし

）に限り、所定単位数を加算する。ただし、ハの初回加算を算定 、ハの初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加算は算定し

する場合は、退院時共同指導加算は算定しない。 ない。

ホ 看護体制強化加算 300単位 ホ・へ （略）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、医療ニ

ーズの高い利用者への指定介護予防訪問看護の提供体制を強化

した場合は、１月につき所定単位数を加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

介護予防訪問看護費における看護体制強化加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ 看護体制強化加算(Ⅰ)

⑴ 算定日が属する月の前六月間において、指定介護予防訪問

看護事業所における利用者の総数のうち、緊急時介護予防訪

問看護加算（指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介

護予防訪問看護費の注９に係る加算をいう。）を算定した利

用者の占める割合が百分の五十以上であること。

⑵ 算定日が属する月の前六月間において、指定訪問看護事業

所における利用者の総数のうち、特別管理加算（指定介護予

防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問看護費の注

10

に係る加算をいう。）を算定した利用者の占める割合が百分

の三十以上であること。

へ （略）

３ 介護予防訪問リハビリテーション費 ４ 介護予防訪問リハビリテーション費

イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 290単位 イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 302単位

注１ 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテ 注１ 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所（指定介護予防サービス基準第79条第１項に規 ーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、
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定する指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以 計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、指定介

下同じ。）の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画 護予防訪問リハビリテーションを行った場合に算定する。

的な医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示に基づき

、指定介護予防訪問リハビリテーション（指定介護予防サービ

ス基準第78条に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション

をいう。以下同じ。）を行った場合に算定する。

２ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の所在する建物 ２ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の所在する建物

と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定介 と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定介

護予防訪問リハビリテーション事業所と同一の建物（以下この 護予防訪問リハビリテーション事業所と同一建物に居住する利

注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者 用者又は当該指定介護予防訪問リハビリテーション事業所にお

（指定介護予防訪問リハビリテーション事業所における１月当 ける１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物

たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居 の利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行っ

住する利用者を除く。）又は指定介護予防訪問リハビリテーシ た場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定す

ョン事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に20人以 る。

上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用

者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場

合は、１回につき所定単位数の100分の90に相当する単位数を

算定し、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所における

１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建

物に居住する利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ションを行った場合は、１回につき所定単位数の100分の85に

相当する単位数を算定する。

３ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問 （新設）

リハビリテーション事業所（その一部として使用される事務所

が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はそ

の一部として使用される事務所の理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士が指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場

合は、特別地域介護予防訪問リハビリテーション加算として、

１回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単

位数に加算する。
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４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労 （新設）

働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問リハビリ

テーション事業所（その一部として使用される事務所が当該地

域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部と

して使用される事務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は、１

回につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位

数に加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。

指定介護予防訪問リハビリテーションにおける指定介護予防サー

ビス介護給付費単位数表の介護予防訪問リハビリテーション費の

注４に係る施設基準

一月当たり延べ訪問回数が十回以下の指定介護予防訪問リハビ

リテーション事業所（指定介護予防サービス基準第七十九条第一

項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう

。）であること。

５・６ （略） ３・４ （略）

（削る） ５ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士及び指定介護予防訪

問介護事業所のサービス提供責任者が、指定介護予防訪問介護

及び指定介護予防訪問リハビリテーションの利用者の居宅を訪

問し、当該利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ

、当該理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がサービス提供

責任者に対して、介護予防訪問介護計画を作成する上での必要

な指導及び助言を行った場合に、３月に１回を限度として300

単位を所定単位数に加算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事

業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職
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種の者が協働し、継続的にリハビリテーションの質を管理した

場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、１月に

つき230単位を所定単位数に加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

介護予防訪問リハビリテーション費におけるリハビリテーション

マネジメント加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護予防訪問リハビリテーション計画（指定介護予防サー

ビス等基準第八十三条に規定する介護予防訪問リハビリテー

ション計画をいう。）の進捗状況を定期的に評価し、必要に

応じて当該計画を見直していること。

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所（指定介護予

防サービス等基準第七十九条第一項に規定する指定介護予防

訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通

じて、法第百十五の四十五第一項第一号イに規定する第一号

訪問事業その他の指定介護予防サービスに該当する事業に係

る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活

上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

⑶ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指

定介護予防訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事

業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用

者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リ

ハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず

当該リハビリテーションを中止する際の基準、当該リハビリ

テーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか一

以上の指示を行うこと。

⑷ ⑶における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示の内容が

≪ 30 ≫
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⑶の基準に適合するものであると明確にわかるように記録す

ること。

８ 指定介護予防訪問リハビリテーションを利用しようとする者 ６ 指定介護予防訪問リハビリテーションを利用しようとする者

の主治の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く の主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く。）が、当該者

。）が、当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビ が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを

リテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は 行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日

、その指示の日から14日間に限って、介護予防訪問リハビリテ から14日間に限って、介護予防訪問リハビリテーション費は算

ーション費は算定しない。 定しない。

９ （略） ７ （略）

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護予防 （新設）

訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士が、当該指定介護予防訪問リハビリテーション事業

所の医師が診療を行っていない利用者に対して、指定介護予防

訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき20単位を

所定単位数から減算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師による診療を

行わずに利用者に対して指定介護予防訪問リハビリテーションを

行った場合の減算に係る基準

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の利用者が当

該事業所とは別の医療機関の医師による計画的な医学的管理

を受けている場合であって、当該事業所の医師が、計画的な

医学的管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報

の提供を受けていること。

⑵ 当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の

修了等をしていること。

⑶ 当該情報の提供を受けた指定介護予防訪問リハビリテーシ

≪ 31 ≫
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ョン事業所の医師が、当該情報を踏まえ、訪問リハビリテー

ション計画を作成すること。

ロ イの規定に関わらず、平成三十年四月一日から平成三十一年

三月三十一日までの間に、イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合する

場合には、同期間に限り、指定介護予防居宅サービス介護給付

費単位数表の介護予防訪問リハビリテーション費の注８を算定

できるものとする。

ロ 事業所評価加算 120単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所

において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう

。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単

位数を加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

介護予防訪問リハビリテーション費における事業所評価加算の基

準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問リ

ハビリテーション費の注７に掲げる別に厚生労働省が定める基

準に適合しているものとして都道府県知事に届け出てリハビリ

テーションマネジメント加算を算定していること。

ロ 評価対象期間における指定介護予防訪問リハビリテーション

事業所の利用実人員数が十名以上であること。

ハ 評価対象期間における当該指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョン事業所の提供するリハビリテーションマネジメント加算を

算定した実人員数を当該指定介護予防訪問リハビリテーション

事業所の利用実人員数で除して得た数が〇・六以上であること

。

≪ 32 ≫
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ニ ⑵の規定により算定した数を⑴に規定する数で除して得た数

が〇・七以上であること。

⑴ 評価対象期間において、リハビリテーションマネジメント

加算を三月以上算定し、かつ、当該加算を算定した後、法第

三十三条第二項に基づく要支援更新認定又は法第三十三条の

二第一項に基づく要支援状態区分の変更の認定（⑵、ホ⑵及

び第百十号ニにおいて「要支援更新認定等」という。）を受

けた者の数

⑵ リハビリテーションマネジメント加算を算定した後、評価

対象期間に行われる要支援更新認定等において、当該要支援

更新認定等の前の要支援状態区分と比較して、要支援状態区

分に変更がなかった者（指定介護予防支援事業者（法第五十

八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）が

介護予防サービス計画（法第八条の二第十六項に規定する介

護予防サービス計画をいう。）に定める目標に照らし、当該

指定介護予防サービス事業者（法第五十三条第一項に規定す

る指定介護予防サービス事業者をいう。）によるサービスの

提供が終了したと認める者に限る。ホ⑵㈡及び第百十号ニ⑵

において同じ。）の数に、要支援更新認定等の前の要支援状

態区分が要支援二の者であって、要支援更新認定等により要

支援一と判定されたもの又は要支援更新認定等の前の要支援

状態区分が要支援一の者であって、要支援更新認定等により

非該当と判定されたものの人数及び要支援更新認定等の前の

要支援状態区分が要支援二の者であって、要支援更新認定等

により非該当と判定されたものの人数の合計数に二を乗じて

得た数を加えたもの

ホ イからニまでの規定に関わらず、平成三十年四月一日から平

成三十一年三月三十一日までの間に、次に掲げる基準のいずれ

かに適合するものとして都道府県知事に届け出た場合には、届

出を行った日から平成三十一年三月三十一までの間に限り、介
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護予防訪問リハビリテーション費における事業所評価加算の基

準に適合しているものとする。

⑴ 指定介護予防通所リハビリテーションを提供している事業

所において、平成三十年四月一日から平成三十一年三月三十

一日までの間、介護予防通所リハビリテーション費における

事業所評価加算の基準に適合しているものであること。

⑵ 平成三十年一月一日以前に指定介護予防訪問リハビリテー

ションを提供し、同年四月一日から平成三十一年三月三十一

日までの間に介護予防通所リハビリテーション費における事

業所評価加算の基準に適合しない事業所であって、評価対象

期間（平成二十九年一月一日から同年十二月三十一日までの

期間（同年中に指定介護予防訪問リハビリテーションを開始

した指定介護予防訪問リハビリテーション事業所においては

、指定介護予防訪問リハビリテーションを開始した日の属す

る月から同年十二月までの期間）をいう。㈡において同じ。

）に、次に掲げる基準に適合するものであること。

㈠ イ及びロの基準に適合していること。

㈡ ｂの規定により算出して得た数をａの規定により算出し

て得た数で除して得た数が〇・七以上であること。

ａ 評価対象期間において、要支援更新認定等を受けた者

の数

ｂ 評価対象期間に行われる要支援更新認定等において、

当該要支援更新認定等の前の要支援状態区分と比較して

、要支援状態区分に変更がなかった者の数に、要支援更

新認定等の前の要支援状態区分が要支援二の者であって

、要支援更新認定等により要支援一と判定されたもの又

は要支援更新認定等による変更前の要支援状態区分が要

支援一の者であって、要支援更新認定等により非該当と

判定されたものの人数及び要支援更新認定等の前の要支

援状態区分が要支援二の者であって、要支援更新認定等
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において非該当と判定されたものの人数の合計数に二を

乗じて得た数を加えたもの

※ 別に厚生労働大臣が定める期間の内容は次のとおり。

指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問リハビ

リテーション費のロの注の厚生労働大臣が定める期間

事業所評価加算を算定する年度の初日の属する年の前年の一月

から十二月までの期間（指定介護予防サービス介護給付費単位数

表の介護予防訪問リハビリテーション費の注７に掲げる基準に適

合しているものとして都道府県知事に届け出た年においては、届

出の日から同年十二月までの期間）

ハ （略） ロ （略）

４ 介護予防居宅療養管理指導費 ５ 介護予防居宅療養管理指導費

イ 医師が行う場合 イ 医師が行う場合

⑴ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅰ) ⑴ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅰ)

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 507単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 503単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 483単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 452単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 442単位 （新設）

⑵ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅱ) ⑵ 介護予防居宅療養管理指導費(Ⅱ)

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 294単位 ㈠ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 292単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 284単位 ㈡ 同一建物居住者に対して行う場合 262単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 260単位 （新設）

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定介護 注１ ⑴㈠及び⑵㈠については在宅の利用者（当該利用者と同一建

予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス基準第88 物に居住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指

条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指導事業所をい 導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第１項に規定する

う。以下同じ。）の医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う 指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ。）の

計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専門員等に 医師が同一日に訪問診療、往診又は指定介護予防居宅療養管理

対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用 指導（指定介護予防サービス基準第87条に規定する指定介護予
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特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

社会参加支援加算

サービス提供体制強化加算

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

職員の欠員による減算の状況

時間延長サービス体制

共生型サービスの提供
（生活介護事業所）

共生型サービスの提供
（自立訓練事業所）

共生型サービスの提供
（児童発達支援事業所）

共生型サービスの提供
（放課後等デイサービス事業所）

生活相談員配置等加算

入浴介助体制

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算

個別機能訓練体制Ⅰ

個別機能訓練体制Ⅱ

ADL維持等加算〔申出〕の有無

ADL維持等加算

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養改善体制

口腔機能向上体制

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ　５　加算Ⅳ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

31 居宅療養管理指導

１　なし　２　あり

14 訪問リハビリテーション
１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

15 通所介護
４　通常規模型事業所
６　大規模型事業所（Ⅰ）
７　大規模型事業所（Ⅱ）

１　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

１　対応不可　２　対応可

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　５　加算Ⅰイ　２　加算Ⅰロ　３　加算Ⅱ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

 1－2
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特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

事業所評価加算〔申出〕の有無

事業所評価加算

サービス提供体制強化加算

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

職員の欠員による減算の状況

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

生活行為向上ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加
算

若年性認知症利用者受入加算

運動器機能向上体制

栄養改善体制

口腔機能向上体制

選択的サービス複数実施加算

事業所評価加算〔申出〕の有無

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

64
介護予防訪問リハビリテー
ション

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

34 介護予防居宅療養管理指導

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

66
介護予防通所リハビリテー
ション

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士
６　作業療法士　７　言語聴覚士

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　４　加算Ⅰイ　２　加算Ⅰロ　３　加算Ⅱ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

 2－2
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